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小川地区

鰯ヶ島地区城之腰地区

中港地区

離岸堤嵩上げ
延長500m
養浜工
土量45,000m3

●
●

● ● ●
●

●

新屋地区

階段式護岸
延長679m

石津地区

浜当目地区

県道静岡焼津線

●

事業期間 平成６年度～平成23年度
事業費 ２，４４９百万円

海岸保全施設整備事業

焼津漁港
管理事務所

石津地区

浜当目地区

中港～小川地区

焼津市役所

陸閘電動遠隔化 ７基
陸閘電動化 １基

焼津
２号

新港
１号

新港
２号

新港
３号

新港
４号

小川
１号

小川
２号

焼津市消防センター

今回整備箇所

既設

対象浸水範囲

焼津
１号

1.事業概要



ＣＣＴＶカメラ

通行止

回転灯

操作盤

Ｄ.Ｌ＋７.００

Ｄ.Ｌ＋０.００

Ｔ.Ｐ＋１.００

Ｈ.Ｗ.Ｌ＋１.７０

陸閘遠隔化

歩道車道歩道 車道
Ｈ.Ｈ.Ｗ.Ｌ＋２.３０

新港２号陸閘

◎陸閘遠隔操作化(中港～小川地区）2.整備概要

・現地より離れた施設から、

陸閘の遠隔操作が可能となる。

整備前

整備後

・陸閘の開閉を現場にて操作。

操作者の安全性が課題。



(階段式護岸)

NO.2+85付近

堤 内 側 堤 外 側

1/12

養浜工 築堤マット 5t型

B1.5m×H1.0m×L2.0m

離岸提

H.W.L +1.70

±0.00L.W.L

H=2.71

1:
1.
3

8500

1:1.3

+4.00
消波ブロック 20t型

天端3個並び

10416

2307 8109

(1～2m程度)

離岸堤嵩上げ
q=0.11m3/m/s < qa=0.20m3/m/s・・・OK

NO.2+85付近

堤 内 側 堤 外 側

離岸提

H.W.L +1.70

±0.00L.W.L

H=2.71

(階段式護岸)

q=0.23m3/m/s > qa=0.20m3/m/s・・・NG

+3.70

+2.30

-0.50

1:1

±0.00

推定侵食域

初期汀線(H6)

現状汀線(H17)

・侵食及び越波により護岸が被災。

・護岸が決壊した場合、背後地に浸水被害が生じる。

・養浜及び離岸堤嵩上げにより、護岸を防護。

・海水浴場としての機能を維持。

整備前 整備後

D.L+9.00
D.L+8.00 +6.50

H.H.W.L+2.30

養浜工

離岸堤嵩上げ

2.整備概要

整備後

整備前

嵩上離岸堤

◎離岸堤嵩上げ・養浜（浜当目地区）



整備後

・堤防が老朽化。

・堤防が決壊した場合、背後地に浸水被害が生じる。

新設階段式護岸

Ｄ.Ｌ+８.００

Ｄ.Ｌ+9.１０
Ｄ.Ｌ+８.６０

ＤＬ+２.９０

背後地盤高

Ｄ.Ｌ＋３.６０

Ｄ.Ｌ+9.１０
Ｄ.Ｌ+８.６０

Ｄ.Ｌ+２.９０

背後地盤高

Ｄ.Ｌ＋３.６０

Ｄ.Ｌ+１.８６

公共残土
Ｈ.Ｈ.Ｗ.Ｌ＋２.３０

Ｈ.Ｈ.Ｗ.Ｌ＋２.３０

１：４.０

2.整備概要

・既設堤防前面に新たに護岸を設置し、背後地を防護。

・将来の利用を考え、盛土を施工。

整備前

整備前 整備後

階段式護岸既設堤防

◎階段式護岸（石津地区）



総費用
Ｃ=１３８．２億円（現在価値換算）

総便益
Ｂ=５３２．４億円（現在価値換算）

全体事業費 １３０．４億円
維持管理費 ７．８億円

浸水防護便益 ５３２．４億円
侵食防護便益 ０．０１億円

総費用に対する総便益

Ｂ/Ｃ=３．８５
（前回３．７６）

今回整備箇所

既設

☞ 総便益は浸水・侵食が想定される地域内
の被害軽減額を算定

☞ 総費用には過去（昭和43年～）の中港～
小川地区の防潮堤建設費を含む

中港地区 小川地区

浜当目地区

石津地区

対象浸水範囲

評価対象施設

3.事業効果



・陸閘遠隔操作化により、施設の一元管理化、発災時の施
設機能及び操作人員の安全性の確保。

津波防災ステーション
（焼津市消防防災センター内）

：陸閘遠隔操作化新港4号陸閘

焼津市消防センター

焼津2号

新港1号

新港2号

新港3号

新港4号

小川1号

小川2号

4.事業実施による環境の変化



・養浜等による面的防護により、安定した海浜を維持するこ
とが可能となった。

侵食後の状況（平成21年2月）

海水浴場としての利用（平成28年8月）

侵食前の海岸（平成8年7月）

4.事業実施による環境の変化



・津波及び波浪等による被害から海岸を防護し、国土を保全
するとともに、背後地の安全度が向上した。

・背後の空間を他事業により公園整備したことで、地元住民
の交流の場として寄与している。

護岸背後地の整備（他事業）石津地区の階段式護岸

階段式護岸 公園

4.事業実施による環境の変化



静岡県第3次地震被害想定 静岡県第4次地震被害想定

津波高T.P＋2.0～3.9ｍ
(D.L＋3.01～4.91ｍ)

津波高T.P＋3.5ｍ
(D.L＋4.51ｍ）

◎東日本大震災の発生と静岡県第４次地震被害想定の公表

－想定浸水域－

5.事業をめぐる社会経済情勢等の変化



◎東日本大震災の発生と静岡県第４次地震被害想定の公表

－焼津漁港の津波対策方針－

既設防潮堤
T.P.+8.0m

既設防潮堤
T.P.+8.1m

既設防潮堤
T.P.+6.0m

防潮堤 L=1,776m
T.P.+3.5m 

焼津内港

小川内港

防潮堤 L=1,310m
T.P.+3.5m 

新港

岸壁粘り強い化

外港 外港

防潮堤の新設

防波堤・岸壁の改良

水門等の検討

漁港背後の人命・財産を守る

焼津の水産業を守る

防波堤粘り強い化

5.事業をめぐる社会経済情勢等の変化



◎東日本大震災の発生と静岡県第４次地震被害想定の公表

－焼津漁港の津波対策方針－

出典：「平成23年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的な考え方」の改正について（水産庁）

5.事業をめぐる社会経済情勢等の変化



（1）評価結果

・事業の効果は十分に発現しており、改善措置の必要はない。

（2）今後の課題等

・静岡県第４次地震被害想定により新たに想定された発生頻度
の高い地震・津波に対して、必要堤防高に満たない区間の防潮
堤の整備を進めていく。

・既存の施設は耐震化対策の検討や、津波が施設を乗り越えて
も施設が粘り強く減災効果を発揮する構造への改良を検討する。

（3）同種事業への反映等

・海と密接な関わりのある漁港海岸では、津波対策施設の未整
備箇所が存在している。今後の同種事業については、本地区事
例を活かし、地域の意見を取り入れ地域の特色を踏まえつつ、
効率的な整備を推進していく。

6.対応方針（案）





5.事業をめぐる社会経済情勢等の変化

◎東日本大震災の発生と静岡県第４次地震被害想定の公表

－焼津漁港の津波対策方針－

既設防潮堤
T.P.+8.0m

既設防潮堤
T.P.+8.1m

既設防潮堤
T.P.+6.0m

防潮堤 L=1,776m
T.P.+3.5m 

焼津内港

小川内港

防潮堤 L=1,310m
T.P.+3.5m 

新港

岸壁粘り強い化

外港 外港

防潮堤の新設

防波堤・岸壁の改良

水門等の検討

漁港背後の人命・財産を守る

焼津の水産業を守る

防波堤粘り強い化

今回評価対象施設は、新たな津波高に対して必要堤防高を満足

想定津波高
T.P+3.5m

既設堤防高
T.P+6.0m＜

焼津漁港海岸 海岸保全施設整備事業 補足資料



・社会的割引率
・デフレーター

・社会的割引率

総費用
（C）

総便益
（B）

現在価値化

現在価値化

【評価期間】
開始年：1968年（S43）

☞中港～小川地区の防潮堤建設
終了年：2061年（H73）

☞事業完了（H23）から50年間

・年度毎の事業費、維持管理費の合計
・維持管理費は地区毎の事業費×０．５％

を整備完了後に毎年計上

全体事業費
＋維持管理費

Ｂ／Ｃ算定
根拠資料

・浸水域内（侵食域内）の資産の被害額を算出
・浸水を及ぼす外力が津波を想定している場合
は、地震発生確率を乗じる【中港～小川地区】

浸水防護便益
＋侵食防護便益

焼津漁港海岸 海岸保全施設整備事業 補足資料②

【指針】
「海岸事業の費用便益分析指針」

海岸4省庁（国交省河川局ほか）
Ｈ16.6改訂

「治水経済評価マニュアル（案）」
国交省水管理・国土保全局
Ｈ29.2改訂



乗数 割引率

S43 1.04 4.993

・ ・ ・

H20 1.04 1.040
基準年
（H21）

1.00 1.000

便益

整備費×社会的割引率÷デフレーター×100費用

便益×社会的割引率

現在価値化の方法

基準年⇒ 前回（Ｈ21） 今回（Ｈ29）

総費用（Ｃ） 93億円 138億円

総便益（Ｂ） 351億円 532億円

▼費用・便益の現在価値を比較▼社会的割引率の考え方

８年分の影響

焼津漁港海岸 海岸保全施設整備事業 補足資料③

Ｂ／Ｃ算定
根拠資料②

・社会的割引率：現在の財と、過去又は将来の財との交換比率（過去は高く、将来は低い）

・デフレーター ：物価変動の補正

（４％）

（４％）

乗数 割引率

S43 1.04 6.833

・ ・ ・

・ ・ ・

・ ・ ・

H28 1.04 1.040
基準年
（H29）

1.00 1.000

前回（基準年H21) 今回（基準年H29)

40 48



焼津漁港海岸 海岸保全施設整備事業 補足資料④

　　　※例として防潮堤の整備が開始された、昭和４３年の費用について、今回評価（基準年H29年）と前回評価（H21年）を算出すると、

　　費　用　× 社会的割引率×デフレータ

　前回評価（基準年H2１年度）：０．３２億円×４．９９３÷３０．０×１００＝５．３３億円
　今回評価（基準年H29年度）：０．３２億円×６．８３３÷２７．３×１００＝８．０１億円

　　　※合計で、
　前回評価（基準年H2１年度）：９３．４億円
　今回評価（基準年H29年度）：１３８．２億円

　
単位：億円 単位：億円

和暦 整備費 割引率 デフレータ 費用 和暦 整備費 割引率 デフレータ 費用
S43 0.32 4.993 30.0 5.33 S43 0.32 6.833 27.3 8.01
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

H20 2.42 1.040 100.0 2.52 ・ ・ ・ ・ ・
H21 2.22 1.000 100.0 2.22 H21 2.22 1.369 94.1 3.23
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ H29 0.23 1.000 100.0 0.23
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

H73 0.04 0.130 100.0 0.01 H73 0.04 0.178 100.0 0.01
合　計 93.4 合　計 138.2

前回評価（基準年H21) 今回評価（基準年H29)

1.04
48

具体的な総費用（C）の算出

1.04
40



焼津漁港海岸 海岸保全施設整備事業 補足資料⑤

　前回評価（基準年H2１年度）：351.16億円
　今回評価（基準年H29年度）：532.39億円

　
単位：億円 単位：億円

和暦 便益 割引率 便益 和暦 便益 割引率 便益
H13 5.25 1.369 7.18 H13 5.74 1.873 10.75
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

H21 12.00 1.000 12.00 ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ H28 13.49 1.040 14.03
・ ・ ・ ・ H29 13.49 1.000 13.49
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

H73 0.04 0.130 2.63 H73 21.88 0.178 3.90
合　計 351.16 合　計 532.39

今回評価（基準年H29)前回評価（基準年H21)

具体的な総便益（B）の算出





 

 

 

 

 

 

 

 

 

水産基盤整備事業費用対効果分析の 

ガイドライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成 28 年 ４ 月改訂 

 

 

 
 

水産庁漁港漁場整備部 

資料７

ガイドラインの改訂に伴い、新た
にデフレータを適用し、費用及び
便益を算出した。

網代漁港 広域水産物供給基盤整備事業 補足資料
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